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Abstract: In Hyogo Prefecture, ‘The Hyogo Chiiki Saisei Daisakusen’ (Community Revitalization Grand 
Strategy) is being carried out aimed at nature-abundant communities whose vigor is declining. This 
paper reveals the results of that, examining the direction that the ‘Hyogo Community Revitalization 
Grand Strategy’ has taken, its progress, and the activities undertaken by the participating districts, and 
makes suggestions for the policy position that is necessary for the future in order to enhance 
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１．はじめに 
兵庫県では、活力の低下している多自然地域を対象に
「ひょうご地域再生大作戦（以下「地域再生大作戦」）が
実施されている。多自然地域とは、兵庫県でしばしば使
用される用語で、「都市計画法に基づく『市街化区域』お
よび緑豊かな地域環境の形成に関する条例に基づく『ま
ちの区域（第 4 号区域）』などを除く県下全ての地域」
を指す（兵庫県地域再生課2014）1)。農山漁村部だけを
指した言葉ではないが、本稿での対象は主に農山漁村部
の多自然地域となる。特に本稿が対象とするのは、「地域
再生大作戦」の支援を受けて進められている、多自然地
域におけるコミュニティビジネスにある。 
「地域再生大作戦」は、高齢化、人口減少、廃校、空
き家、獣害といった多自然地域で起こる課題の解決に向
けて、地域活性化に取り組む住民を支援する施策として
実行されている（兵庫県地域再生課2014）。近年は、コ
ミュニティビジネス形態の事業に対する支援も行われて
いる 2)。こうしたなか 2008 年から開始された「地域再
生大作戦」については、これまで学界の立場から現状を
認識し、評価した研究がなされていない。そこで本稿で
は、「地域再生大作戦」のこれまでの歩み、進捗状況、支
援を受けている各地区の事例を検討したうえで、その効
果や課題の抽出を試みる。その際、県外において、ビジ
ネスの観点から取り組まれている農山漁村地域の活性化
との定量的な比較を行う点に本稿のオリジナリティがあ
る。本稿では、県外との比較を通じて、「地域再生大作戦」
の現時点での位置を明確にしたうえで、今後の政策的な
方向性を示唆することを目的としたい。 
本稿の構成は以下の通りである。第2章では、兵庫県
企画県民部地域振興課からの話に基づいて、「地域再生大
作戦」の経緯や現状を概観する。2014年6月26日に地
域振興課長（当時）から聞き取った話を中心に確認する。
第 3 章では、「地域再生大作戦」のうち、県内 8 地区の
事例への調査結果を整理して、成功点と課題点を抽出す
る。調査は、2014年8月～9月にかけて各地区を訪問の
うえ聞き取り調査を実施した 3)。第2章と第3章の記載
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2.3. 兵庫県がみる「地域再生大作戦」の成果 
「地域再生大作戦」の特徴は、都市との相互補完にあ
るという。「地域再生大作戦」のよい点としては、集落以
外の人たちからの目線で集落をみてもらえる機会の生成
が挙げられていた。アドバイザーなどが他地域や集落の
ことを話すと、「話に出た集落より自分たちの集落のほう
が上ではないか」「自分たちの集落のほうが課題をもって
いるかもしれない」と言いながら話すようになるという。
これは、集落の担い手に誇りがある証拠であり、それゆ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
え集落以外の人たちからの目線で眺めてもらうことが大
事になると感じているという。若者、よそ者、一所懸命
に取り組む人たちがいると、うまく事が進んでいくこと
も多いとの認識が示されていた。 
「地域再生大作戦」の成果には、「にぎわいづくり」「コ
ミュニティ再生」「人材・資源の掘り起こし」「ふるさと
意識の醸成」が挙げられている。本稿の主な議論の対象
となる、集落でのビジネスも増えてきている。たとえば、
コミュニティ喫茶、コミュニティレストランも上手くい
きつつあるという。元々、集落には喫茶店があったが、
近年になってなくなってきている集落も多い。喫茶店が
なくなるということは、集落の人たちの集える場所がな
くなるという点で危惧されている。そのなかでコミュニ
ティ喫茶やレストランを実施すると、人が大勢集まるよ
うになる点から注目しているという。さらに、「食」をキ
ーワードとした活動も広がりをみせてきている。食育、
特産品づくり、レシピ本まで出来てきている。 
一方、人手不足などの課題もあるという。特に地域再
生の活動では、事業を進める人材育成も求められる。そ
の際に、「リーダー」だけでなく、細かい事務を手がける
「サブリーダー」の存在も鍵を握る。これからも「地域
再生大作戦」を通じて、人の連携と誇りの再生を目指し 
図1 「ひょうご地域再生大作戦」全体像 
Fig.1 Whole of the Hyogo ‘Community Revitalization Grand Strategy’ 
（出所）兵庫県提供資料 
図2 「元町マルシェ」概観 
Fig.2 ‘Motomachi Marché’ 
（出所）筆者撮影（2014年9月23日） 
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内容に関しては、2015 年 3 月に地域振興課へ、後述す
る表1の記載内容に関しては2015年2月〜3月にかけ
て各地区の担い手に補完的な確認作業を実施した 4)。第
4章では、「地域再生大作戦」と県外の事例との定量的な
比較を行い、「地域再生大作戦」の位置づけを明確にする。
そのうえで分析結果をまとめるなかから政策的な示唆を
述べる。最後に第5章では、本稿での結論を述べる。 
 
２．「ひょうご地域再生大作戦」 
2.1. 概要、活動の背景、目標 
まず、「地域再生大作戦」が開始された経緯を確認しよ
う。「地域再生大作戦」は、2008年から開始された。「限
界集落」（大野2008）という言葉が出始めた頃に、兵庫
県内の集落を何とかしようという想いで始まった施策で
ある。「地域再生大作戦」は、集落の人たちが誇りを取り
戻すプロセス、弱くなってきた「人の絆」を強くするこ
とによる地域の維持、持続力を高める取り組みとされる。
最終的に、当該地域に引き続き住み続けたいと言う人を
多く生み出したいとする期待が込められている。 
兵庫県が多自然地域で「地域再生大作戦」をはじめた
きっかけは、養父市岩崎地区との関係で、神戸のアドバ
イザーとつながりを持ったことにある。当該アドバイザ
ーが、神戸の長田や灘での地域づくり、新しい組織づく
りを進めた経験をもっていた人であった。このときに、
村と都市を結ぶ経験ができたという。たとえば年間2回
程度、神戸市東灘区住吉呉田や神戸市の須磨へ、集落住
民が普段「自分たち用」として栽培していた農薬を使用
していない野菜を持っていき販売した。その結果、都市
の消費者に多数販売できたうえ、消費者の喜ぶ様子が集
落の人たちにとっての励みとなることを発見したという。 
活動の背景には、いくつかの理由が挙げられていた。
まず、少子高齢化、人口減少、人口偏在である。人の空
洞化、土地の空洞化、村の空洞化で生活が難しくなって、
最後には誇りの空洞化となり、誰も住みたいと思わなく
なってしまう状況は是が非でも避けたいという気持ちが
あるという。次に、水源涵養、生態系保全、獣害対策、
災害対策の必要性である。たとえば、イノシシ、サルな
どに作物をとられてしまうことを防ぐことも求められて
いる。さらには、耕作放棄地、森林荒廃、経済雇用格差、
空き家の問題も挙げられている。こうした集落の機能の
低下を避ける狙いが背景にある。 
地域振興課は、かつての集落が実行できていた冠婚葬
祭すら実施できなくなってきている事実を危惧していた。
そのようななか、2006年から小学校単位で進められてき
た「県民交流広場」事業 5)による支援の結果、冠婚葬祭
を復活させる地域がかなり出てきたことに着目した。祭
りの復活は、集落のまとまりができるものとして意義が
大きいという。「地域再生大作戦」では、「地域の宝探し
をしよう」と呼びかけられている。まずはイベント的に
何かを実施すること呼びかけられる。何かを実施すると
きには、たとえば廃校や未利用地活用が提案される。こ
うした「何かを実施する」村づくりの組織に対する政策
的な支援が進められてきたのである。 
 
2.2. 「地域再生大作戦」の全体像 
次に、「地域再生大作戦」の全体像を把握したい（図1）。
兵庫県では、2008年から「小規模集落元気作戦」が開始
されている。2009年からは、小学校区単位での「ふるさ
と自立計画推進モデル事業」も開始された。後者の事業
は、上述の「県民交流広場」事業の流れがある。当該事
業を通じて、たとえば丹波市、篠山市、朝来市、養父市
の各地区が自治会組織を協議会組織に発展させている。 
また、2010年度からは「地域再生応援事業」を、201
1 年からは「むらの将来検討支援事業」により、村の将
来を検討する取り組みもはじめられている。2012年から
は、「ひょうご地域再生塾」が開始された。「ひょうご地
域再生塾」は、モデル事業を実施する地域や周辺で、市
町と連絡を取りあえる人たちを対象に実践的な知識を修
得してもらう学習の機会として位置づけられている。参
加者たちを中心に地域間のつながりが形成されつつある。 
2013年からは、「大学連携による地域力向上事業」も
開始されている。この支援によって「学生が来るだけで
うれしい」と感じる集落の人たちが増加している。学生
が村に来ることは、「祭りと一緒」とされる。集落の高齢
者が「来る学生たちに何を食べさせてあげようか」と思
って畑に何かを植え、道も掃除するようになることは、
地域の元気につながる要因という。 
一方で、都市部での販路拡大の支援にも乗り出してお
り、神戸元町に「元町マルシェ」が設置されている（図
2）。初年の2013年は土曜日のみの開店であったが、20
14年6月22日からは月曜日以外、開店させている。「元
町マルシェ」では、「地域再生大作戦」の支援を受けてい
る小規模集落などの野菜や加工品が出品されている。 
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Fig.2 ‘Motomachi Marché’ 
（出所）筆者撮影（2014年9月23日） 
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表1 「地域再生大作戦」の支援を受ける8地区への調査結果 
Table1 Results of research to eight districts supporting the Hyogo ‘Community Revitalization Grand Strategy’
（出所）調査結果に基づき筆者作成 
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表1 「地域再生大作戦」の支援を受ける8地区への調査結果（続き） 
Table1 Results of research to eight districts supporting the Hyogo ‘Community Revitalization Grand Strategy’
（出所）調査結果に基づき筆者作成 
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他方で活動の課題も、各地区の担い手において認識さ
れている。たとえば、ボランティア形態の事例では、報
酬をアップして雇用形態に代えていくことがあげられて
いる。また、助成金に関する問題意識、加工品を手がけ
たい意向、販路拡大、消費者ニーズとのつきあい方、個
人経営とは異なる難しさなどの課題もある。さらには、
担い手不足や後継者育成といった人材面を課題に挙げる
事例も多い。人材育成が、今後の活動を発展させていく
鍵を握る可能性が理解される。 
簡潔にまとめると、各地区の取り組みのポイントは、
①萌芽的とはいえ、少しずつ多自然地域のコミュニティ
ビジネスを進めていく体制や環境が形成されつつあるこ 
と、②兵庫県の農山漁村部と都市部の交流の推進、③順
調に売上が推移している事例では営業・販売促進に熱心
で、地区や地域外への情報発信や市場展開も取り入れて
いること、④都市部での市場展開として地域振興課が運
営する「元町マルシェ」といったアンテナショップの果
たす役割も大きいこと、が挙げられよう。もちろん、個々
の事例におけるそれぞれの魅力は、上述した通りである。 
他方で課題点は、①ボランティア活動の状況をどう雇
用の状況に発展させていくか、②ボランティアの場合の
報酬面での課題があること、③担い手不足や次世代の人
材育成など取り組む必要のある課題、④さらなる販路拡
大も散見される。これらの諸課題をどう克服していくか、
さらに政策的に支援を進めていく必要があるのか、次章
での検討を通じて考察を深めてみたい。 
 
４．「地域再生大作戦」の分析 
4.1. 県内と県外の比較 
 本章では、「地域再生大作戦」と県外の事例との比較を
定量的に行う。比較にあたっては、先行する文献で紹介
されている県外の事例のデータベース化を試みた。デー
タについて、兵庫県に関しては、「地域再生大作戦」のう
ち様々な事業のなかからコミュニティビジネスも展開す
る 54 事例を対象とした（兵庫県地域再生課 2014）7)。
県外に関しては、文献から高知県68事例、県外62事例
を対象とした。データ化にあたっての県内外の件数は兵
庫県 54 事例にあわせて、概ね 50-70 の範囲に収めた。
高知県を特にピックアップした理由は、第2章で確認の
通り、社会学者の大野晃が高知県を対象に表現した「限
界集落」（大野2008）という言葉を地域振興課が意識し
たことに起因する。他方で高知県では、旺盛な多自然地
域でのビジネスが進められることで活力ある集落が存在
しているともされる（関2014a）。したがって、関（2014a）
での高知県の事例から、小規模集落におけるビジネスの
あり方と「地域再生大作戦」の今後の方向性に示唆を与
えられる可能性を想定して選定した。県外は、多自然地
域でのビジネスに関する先行研究のうち、各都道府県の
事例が比較的網羅され、主に農山漁村での地域活性化を
目標に産業やビジネスを進める事例が紹介されている文
献として関・松永（2009）、関（2011）、関・酒本（2011）、
関（2014b）を選定した。そのうえで、前章で検討した
「地域再生大作戦」の支援を受ける8地区の事例を踏ま
え、指標として重要と考えられる(1) 担い手、(2) 組織形
態、(3) 支援機関、(4) 事業内容、(5) 販路の5つに大別
して傾向の抽出に努めた。 
 はじめに、図3の担い手からみてみよう。まず、兵庫
県内では、シニア層を中心に事業が進められ、高知県、
県外ではミドル層、若年層も比較的多く参加したうえで
シニアとミドル・若者との協働により事業が進められる
傾向がある。ここでのシニア層は、65歳以上の人たちが
該当する。学生・教員など教育機関の参加は県内におい
て割合が高い。女性の参加は、県内の参加割合が高いも
のの、女性リーダーに限ると高知県、県外での割合が高
い。また、県内では多自然地域に定住していない都市在
住交流者が多自然地域において事業に参加している様子
も確認される。これは、兵庫県においては阪神間の都市
部と多自然地域が近接しており、県外の多自然地域をめ
ぐる地理的環境は異なる特色を有していることに起因し
ていよう。また、近年において重要性が議論されつつあ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3 多自然地域のビジネスの担い手 
Fig.3 Breadwinner 
（出所）筆者作成 
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た取り組みを支援していきたいとしている。 
 
３．「地域再生大作戦」の具体的事例とその評価 
ここで問題となるのは、具体的にどのような事業が「地
域再生大作戦」の支援のもとで進められているのか把握
することにあろう。本章では、「地域再生大作戦」のなか
から一定の成果が出ている事例を詳しく検討し、調査結
果を踏まえて成功点と課題点を抽出する。2014 年 8 月
～9月にかけて、各地区のうち8地区を対象に聞き取り
調査を実施した。その結果をまとめたものが表1である。
表1を踏まえて本文では、各事例の成功点と課題点の要
点を整理したい。 
まず、表1の1〜2頁目を確認しよう。8地区の事例で
は、高齢化率が兵庫県の農村地域にみる高齢化率27.1%
（2010〜2015 年）6)と比較して、いずれも割合が高い。
各取り組みでは、少子化、人口減少の対策を講じたいと
する意識が共有されており、生活や生業の維持が難しく
なりつつある危機意識をきっかけに活動を開始した事例
が多い。活動の目標は、生きがい、若い世代への伝承、
生業維持、誇りの回復、安心安全、都市-農村交流等交流
人口の増加、ツーリズム、雇用創出、閉校された校舎の
利活用といった、地区のコミュニティの維持にかかわる
ものとなっている。取り組み開始時期は、最も早くから
の事例でも「そばカフェ生田村」と「沼島創成プロジェ
クト」の2007年であり、比較的新しい取り組みが多い。
全体的に萌芽的であり、2010年代に入って本格化する活
動がほとんどとなっている。これは、「地域再生大作戦」
の開始が一つの契機になっていると考えてよい。 
活動内容や主な生産・販売商品は、地域の歴史性、文
化的経緯、基幹産業、特産品、担い手たちの想いなどに
起因するもので、各地区において独自性がある。他方で、
「あこがれ千町の会」のように、集落外や都市部での消
費者のニーズや情報収集を踏まえた野菜の品種を栽培し
ているケースも確認される。担い手は、高齢者世代が全
体的に多いが、30歳代の移住者との協働や40歳代スタ
ッフの参加（そばカフェ生田村）、多数の現役世代の参加
（鷹巣活性化委員会）、若い世代の女性の参加（里山工房
くもべ）、地域おこし協力隊の参加（沼島創成プロジェク
ト）も確認される。各取り組みにおける参加形態は、ボ
ランティア形態 5 事例、雇用形態 3 事例となっている。
ボランティア形態では、報酬額が少ない点が散見される
が、雇用形態を採用している事例では、最低賃金をクリ
アできている。 
次に、表 1 の 3〜4 頁目を確認してみよう。営業・販
路は、事業内容にもよるが全体として集落や地域内での
直売、レストラン経営とあわせて、地域外や都市部への
販売促進を手がけている事例が多い。都市部での販売で
は、地域振興課が支援する「元町マルシェ」といったア
ンテナショップへの出品が大きな役割を果たしている。
さらには、「うみがみ元気村」のように、茨城県や群馬県
など県外から受注しているケースもあるし、「そばカフェ
生田村」「里山工房くもべ」のように、メディアを活用し
た積極的な情報発信に努めている事例もある。 
他方で年間の売上が1,000万円をこえる事例は調査の
時点で確認されない。もちろん、先述の通り兵庫県の事
例は開始後まもない事例が多いうえ、売上高を上げるこ
とが活動の目標ではないことは筆者らも認識している。
ただ、集落の生活や生業の維持を考えれば、「柚子加工グ
ループ」が指摘したように、「加工の取り組みを産業とし
て成立させて高齢化・人口減少といった集落の課題を解
決していこう」とする方向性は必要と思われる。 
続いて出資金や外部資金の活用の状況であるが、集落
からの地元負担によって運営されている取り組みが多い。
地元負担がない場合は、材料費がかからないなどのケー
スとなっている。ただ、現時点で地元負担がなくとも、
今後の財源確保を課題の中心にあげている事例もあり、
最終的にはいずれの事例も地元負担のもと運営されてい
くことが期待される。他方で、スタートアップ時や事業
の過程で効率的に行政からの助成金を受けている様子も
確認される。助成金と地元負担を組み合わせながら、目
標達成に向けて資金繰りをやり繰りすることが望まれて
いる。 
 地域外の人材や組織との連携であるが、これはいずれ
の事例においても活発な連携が確認される。技術者、コ
ーディネーター、移住者、大学、NPO、自治体などとの
連携が確認される。また、「あこがれ千町の会」では、都
市在住で現役を退いた人たちなどが定期的に千町へ赴き、
事務的な作業も含めて事業に参加している。「里山工房く
もべ」においても、尼崎市におけるイベントをきっかけ
とした交流が進められている。都市-農村交流の好例を知
ることができる意味において、「地域再生大作戦」は有効
な支援と捉えられる。 
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他方で活動の課題も、各地区の担い手において認識さ
れている。たとえば、ボランティア形態の事例では、報
酬をアップして雇用形態に代えていくことがあげられて
いる。また、助成金に関する問題意識、加工品を手がけ
たい意向、販路拡大、消費者ニーズとのつきあい方、個
人経営とは異なる難しさなどの課題もある。さらには、
担い手不足や後継者育成といった人材面を課題に挙げる
事例も多い。人材育成が、今後の活動を発展させていく
鍵を握る可能性が理解される。 
簡潔にまとめると、各地区の取り組みのポイントは、
①萌芽的とはいえ、少しずつ多自然地域のコミュニティ
ビジネスを進めていく体制や環境が形成されつつあるこ 
と、②兵庫県の農山漁村部と都市部の交流の推進、③順
調に売上が推移している事例では営業・販売促進に熱心
で、地区や地域外への情報発信や市場展開も取り入れて
いること、④都市部での市場展開として地域振興課が運
営する「元町マルシェ」といったアンテナショップの果
たす役割も大きいこと、が挙げられよう。もちろん、個々
の事例におけるそれぞれの魅力は、上述した通りである。 
他方で課題点は、①ボランティア活動の状況をどう雇
用の状況に発展させていくか、②ボランティアの場合の
報酬面での課題があること、③担い手不足や次世代の人
材育成など取り組む必要のある課題、④さらなる販路拡
大も散見される。これらの諸課題をどう克服していくか、
さらに政策的に支援を進めていく必要があるのか、次章
での検討を通じて考察を深めてみたい。 
 
４．「地域再生大作戦」の分析 
4.1. 県内と県外の比較 
 本章では、「地域再生大作戦」と県外の事例との比較を
定量的に行う。比較にあたっては、先行する文献で紹介
されている県外の事例のデータベース化を試みた。デー
タについて、兵庫県に関しては、「地域再生大作戦」のう
ち様々な事業のなかからコミュニティビジネスも展開す
る 54 事例を対象とした（兵庫県地域再生課 2014）7)。
県外に関しては、文献から高知県68事例、県外62事例
を対象とした。データ化にあたっての県内外の件数は兵
庫県 54 事例にあわせて、概ね 50-70 の範囲に収めた。
高知県を特にピックアップした理由は、第2章で確認の
通り、社会学者の大野晃が高知県を対象に表現した「限
界集落」（大野2008）という言葉を地域振興課が意識し
たことに起因する。他方で高知県では、旺盛な多自然地
域でのビジネスが進められることで活力ある集落が存在
しているともされる（関2014a）。したがって、関（2014a）
での高知県の事例から、小規模集落におけるビジネスの
あり方と「地域再生大作戦」の今後の方向性に示唆を与
えられる可能性を想定して選定した。県外は、多自然地
域でのビジネスに関する先行研究のうち、各都道府県の
事例が比較的網羅され、主に農山漁村での地域活性化を
目標に産業やビジネスを進める事例が紹介されている文
献として関・松永（2009）、関（2011）、関・酒本（2011）、
関（2014b）を選定した。そのうえで、前章で検討した
「地域再生大作戦」の支援を受ける8地区の事例を踏ま
え、指標として重要と考えられる(1) 担い手、(2) 組織形
態、(3) 支援機関、(4) 事業内容、(5) 販路の5つに大別
して傾向の抽出に努めた。 
 はじめに、図3の担い手からみてみよう。まず、兵庫
県内では、シニア層を中心に事業が進められ、高知県、
県外ではミドル層、若年層も比較的多く参加したうえで
シニアとミドル・若者との協働により事業が進められる
傾向がある。ここでのシニア層は、65歳以上の人たちが
該当する。学生・教員など教育機関の参加は県内におい
て割合が高い。女性の参加は、県内の参加割合が高いも
のの、女性リーダーに限ると高知県、県外での割合が高
い。また、県内では多自然地域に定住していない都市在
住交流者が多自然地域において事業に参加している様子
も確認される。これは、兵庫県においては阪神間の都市
部と多自然地域が近接しており、県外の多自然地域をめ
ぐる地理的環境は異なる特色を有していることに起因し
ていよう。また、近年において重要性が議論されつつあ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図3 多自然地域のビジネスの担い手 
Fig.3 Breadwinner 
（出所）筆者作成 
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り関連、ICT、空き家仲介といった事業は、今回使用し
た文献をみる限りでは確認されなかった。その一方で、
移動販売、森林保全・環境、宿泊など、兵庫県と県外と
比較して高い項目も確認される。 
もちろん文献上の記載がないだけで、実際にはまちづ
くり、ICT、空き家仲介などの事業も出てきている可能
性はある。県外において祭り・イベント、アート・芸術
に関するデータがあがらないのは、産業やビジネスに特
化した文献が多いことも要因かもしれない。上述のデー
タは、あくまで傾向という点に留意する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そのうえで販路（図 7）を確認してみよう。販路デー
タは、販売を展開する事例のみを対象とした。集計数は、
県内（n=39/54, 72.2%）、高知県（n=66/68, 97.0%）、県
外（n=58/62, 93.5%）である。ここで図7の集計方法を
確認しておきたい。まず、集落外（A地域）にも都市部
（B 都市）にも販路を拡大させているような事例では、
「集落外」と「都市部」への複数のカウントを行ってい
る。これは、図3～図6と同様のカウント方法である。
しかし、「集落外のC地域＝都市部のC都市」という場
合、「集落外」「都市部」両方の項目への重複カウントは
行っていない。集落外の特定の場所へ販路をもつ事例が、
同時にそれ以外の都市部へも販路をもつことが全体的に
多く、一見すれば重複してみえてしまう点に留意された
い。他方で「都市部」には、東京、大阪、名古屋といっ
た「三大都市」のカウント分も含めてある。これは、「都
市部」のうち、三大都市への販路とそれ以外の都市部へ
の販路の割合を把握するための措置である。 
さて、兵庫県、高知県、その他の県外ともに、集落内
での直売・レストラン（喫茶事業も含む）が最も多い。
しかし県外では、集落外や東京、大阪、名古屋、さらに
高知市など地方の拠点都市への販路拡大、インターネッ
ト・通販・口コミによる販路拡大に努めている事例の割
合も高い。また、県外では、海外への販路拡大に向けた
事例も確認されることから、集落・地域外に販路を求め
ている状況が顕著といえる。特に、高知県を含む県外の
事例では、集落内と集落外・都市部等での販売の両方を
手がけていることが理解される。すなわち、地域内外の
バランスある経済循環を目指している様子を伺い知るこ
とができる。前節で検討した兵庫県内の8地区の事例に
おいても、集落外、都市部への販路拡大、情報発信も手
がけていることを踏まえるならば、県内の取り組みにお
いて集落外や都市部への販路拡大策を一層、進めていく
ことも望まれよう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2. 分析結果のまとめ 
以上を踏まえて、分析結果を簡潔にまとめながら、今
後の政策的な示唆を述べたい。 
まず、担い手について、兵庫県ではシニア層の参加の
割合が高い。他方で高知県と県外では、ミドル層や若年
層、女性リーダーの参加も顕著となっている。また、組
織形態について、県内では協議会、組合、NPO、地区会、
自治会・町内会といったコミュニティの担い手が参加す
る集団的なビジネスが多い。県外においても、各種団体・
グループや組合など集団的なビジネスが行われているが、
民間企業や個人が担う形態も多く個別的な傾向が確認さ
れる。さらに担い手と組織形態との相関を検討してみた
結果（図8、図9）、ミドル層・若年層、女性リーダーが
手がけるビジネスが多い県外ほど、たとえば地場の民間
企業が手がけるコミュニティをみすえた個別的ビジネス
形態も多い傾向にある。「地域再生大作戦」の今後におい
て、集団的なビジネス（コミュニティビジネスと個別的 
図6 多自然地域における事業内容 
Fig.6 Contents of the business in community 
（出所）筆者作成 
図7 多自然地域におけるビジネスの販路 
Fig.7 Markets of the business for community 
（出所）筆者作成 
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る移住者および移住者による起業や就業は、県内・県外
ともに現状として割合が低い。これは、移住者による起
業や就業の研究が萌芽的なことも関係していよう。若い
世代の移住者による起業や就業はホットな話題であり
（筒井・佐久間・嵩 2014；小田切 2014）、今後のさら
なる議論の進展が求められる。 
 次にどのような組織形態によりビジネスが推進されて
いるのか確認してみよう（図 4）。「組合」には、たとえ
ば農事組合法人（営農組合）など JA や漁協以外の組合
組織を該当させている。また、「各種団体・グループ」に
は、任意団体、女性グループ、財団法人などNPO 法人
以外の団体組織を該当させている。これらの組織を細分
化してしまうと傾向把握が困難になるため、一括してグ
ループ化している。 
 さて、県内では、地域やまちづくりといった協議会・
委員会の割合が特に高く、各種団体・グループ、組合、
NPO、地区会、自治会・町内会が続く。一方、高知県で
は、各種団体・グループ、地場の民間企業、組合、個人
によるビジネスが続いている。また、県外では、地場の
民間企業が最も多く、各種団体・グループ、組合が続い
ている。もちろん、県外もコミュニティを見すえた事業
であることには変わりはない。他方、県内・県外ともに
自治体やJAが中心に事業を進めるケースは少ない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 続いて支援機関をみてみよう（図5）。図5についても
図4のように、傾向把握のための項目のグループ化を行
った。県内に関しては、基礎資料が兵庫県の資料という
こともあり単純比較はできないが、最も多い連携機関は
自治体となっている。ただ、高知県、県外とも自治体と
連携している割合は高く、支援機関として自治体の役割
が重要と認識できる。そのうえで県外の特徴的な点は、
多様なアクターによる取り組みへの参加と連携にある。
JA や漁協、地元農家、民間企業、NPO・各種団体、職
能団体・研究所、商工会・商工会議所との連携や支援の
割合が高くなっている。JA・漁協、民間企業、NPO・
団体との連携が多い点が特徴的といえる。ただし、地元
農家については、資料の関係で、兵庫県内の事例として
十分にピックアップできていない可能性もある。実態と
しては、県内も地元農家の支援のなかで事業が進められ
ていることは、聞き取り調査の際の各地区の様子から認
識することができる。また、割合として低いものの、県
内ではコーディネーター、デザイナー・クリエイターと
の連携が県外よりも高い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
最後に、事業内容と販路を同時に確認する。事業内容
（図 6）は、高知県、県外において 1 次産品、6 次化等
による加工品販売、移住者等新規就農などの農業支援、
学校・教育の割合が高くなっている。レストラン・喫茶、
観光、交流拠点の整備に力を注いでいるのは、県内外い
ずれの事例においても割合が比較的高めになっている。
他方で県内は、1 次産品、加工品販売の割合も比較的高
いが、祭り・イベント、体験教室、アート・芸術、まち
づくり・まちあるきといったカテゴリーも高く、幅広い。
基礎資料の関係もあるので一概に言い切れないが、サー
ビス（産業）分野に取り組む割合が比較的高いと取るこ
ともできる。これは、第2章での地域振興課の想いや事
業の方向性とも関連していよう。高知県では、まちづく
図4 多自然地域のビジネスにおける組織形態 
Fig.4 Organization for the business in community 
（出所）筆者作成 
図5 多自然地域のビジネスにおける連携・支援機関 
Fig.5 Supporter for the business in community 
（出所）筆者作成 
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り関連、ICT、空き家仲介といった事業は、今回使用し
た文献をみる限りでは確認されなかった。その一方で、
移動販売、森林保全・環境、宿泊など、兵庫県と県外と
比較して高い項目も確認される。 
もちろん文献上の記載がないだけで、実際にはまちづ
くり、ICT、空き家仲介などの事業も出てきている可能
性はある。県外において祭り・イベント、アート・芸術
に関するデータがあがらないのは、産業やビジネスに特
化した文献が多いことも要因かもしれない。上述のデー
タは、あくまで傾向という点に留意する必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そのうえで販路（図 7）を確認してみよう。販路デー
タは、販売を展開する事例のみを対象とした。集計数は、
県内（n=39/54, 72.2%）、高知県（n=66/68, 97.0%）、県
外（n=58/62, 93.5%）である。ここで図7の集計方法を
確認しておきたい。まず、集落外（A地域）にも都市部
（B 都市）にも販路を拡大させているような事例では、
「集落外」と「都市部」への複数のカウントを行ってい
る。これは、図3～図6と同様のカウント方法である。
しかし、「集落外のC地域＝都市部のC都市」という場
合、「集落外」「都市部」両方の項目への重複カウントは
行っていない。集落外の特定の場所へ販路をもつ事例が、
同時にそれ以外の都市部へも販路をもつことが全体的に
多く、一見すれば重複してみえてしまう点に留意された
い。他方で「都市部」には、東京、大阪、名古屋といっ
た「三大都市」のカウント分も含めてある。これは、「都
市部」のうち、三大都市への販路とそれ以外の都市部へ
の販路の割合を把握するための措置である。 
さて、兵庫県、高知県、その他の県外ともに、集落内
での直売・レストラン（喫茶事業も含む）が最も多い。
しかし県外では、集落外や東京、大阪、名古屋、さらに
高知市など地方の拠点都市への販路拡大、インターネッ
ト・通販・口コミによる販路拡大に努めている事例の割
合も高い。また、県外では、海外への販路拡大に向けた
事例も確認されることから、集落・地域外に販路を求め
ている状況が顕著といえる。特に、高知県を含む県外の
事例では、集落内と集落外・都市部等での販売の両方を
手がけていることが理解される。すなわち、地域内外の
バランスある経済循環を目指している様子を伺い知るこ
とができる。前節で検討した兵庫県内の8地区の事例に
おいても、集落外、都市部への販路拡大、情報発信も手
がけていることを踏まえるならば、県内の取り組みにお
いて集落外や都市部への販路拡大策を一層、進めていく
ことも望まれよう。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2. 分析結果のまとめ 
以上を踏まえて、分析結果を簡潔にまとめながら、今
後の政策的な示唆を述べたい。 
まず、担い手について、兵庫県ではシニア層の参加の
割合が高い。他方で高知県と県外では、ミドル層や若年
層、女性リーダーの参加も顕著となっている。また、組
織形態について、県内では協議会、組合、NPO、地区会、
自治会・町内会といったコミュニティの担い手が参加す
る集団的なビジネスが多い。県外においても、各種団体・
グループや組合など集団的なビジネスが行われているが、
民間企業や個人が担う形態も多く個別的な傾向が確認さ
れる。さらに担い手と組織形態との相関を検討してみた
結果（図8、図9）、ミドル層・若年層、女性リーダーが
手がけるビジネスが多い県外ほど、たとえば地場の民間
企業が手がけるコミュニティをみすえた個別的ビジネス
形態も多い傾向にある。「地域再生大作戦」の今後におい
て、集団的なビジネス（コミュニティビジネスと個別的 
図6 多自然地域における事業内容 
Fig.6 Contents of the business in community 
（出所）筆者作成 
図7 多自然地域におけるビジネスの販路 
Fig.7 Markets of the business for community 
（出所）筆者作成 
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的な状況のなかで「地域再生大作戦」が一定の成果をあ
げていることは事実として認められるであろう。一歩一
歩ステップを踏んでいる現状において、県外と比較した
うえで評価することはやや厳しい見方に映ってしまうか
もしれない。しかし、兵庫県の多自然地域の生活や産業
の維持を図っていくためには、県内各地区の経済的循環
を高めるための取り組みにおいて、今後どのような方向
性をもって政策的支援を進めていく必要があるのか理解
することも求められる。その点で本稿は、学界がこれま
で十分に行っていない「地域再生大作戦」の評価を県外
との比較から実施した点において、新たな示唆を与えら
れたものといえる。 
もちろん、本稿は今後の「地域再生大作戦」への政策
的提言を行うものではなく、あくまで現状の分析と今後
の方向性を示唆することに役割がある。より具体的な支
援策の提言には、「地域再生大作戦」をめぐる分析だけで
は限界があろう。特に「地域再生大作戦」においても指
向されているように、経済やビジネスの視点を踏まえた
多自然地域の魅力づくりをめぐる研究の蓄積は急務とい
える。多自然地域の魅力を高めていくための政策提言は、
本稿の執筆のきっかけともなっている、ひょうご震災記
念 21 世紀研究機構研究調査本部「人口減少下の多自然
地域の魅力づくりの研究」において予定している 8)。 
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1）「兵庫県企画県民部“地域振興課”」という呼称は2014 
 年4月以降のもので、2014年3月までは“地域再生 
 課”という呼称であったことに留意されたい。 
2）筆者らの調査結果による。調査概要は、後述する本 
 章での記載を参照のこと。 
3）詳細な訪問日は、後述の表1にまとめて記載してい 
る。 
4）したがって本稿の記載は、2015年3月時点の結果に 
基づいている。刻一刻と状況が変化している点に留意
されたい。 
5）「県民交流広場」とは、「身近なコミュニティ施設な 
どを活用して整備される活動の場と、そこで営まれる
住民の皆さんによる手づくりの活動を総称」としてい
る。兵庫県では、「第 7 期の法人県民税超過課税（税
収期間：平成17年度から22年度までの5年間）を活
用し、市町と連携しながら、県民交流広場のための整
備費や活動費への助成などを行い、地域を舞台とした
子育て、防犯、環境・緑化、生涯学習、文化、まちづ
くりなど多彩な分野の活動を通じた元気と安心のコミ
ュニティづくり」が進められている。「県民交流広場」
ホームページ（http://www.hyogo.kouryu-hiroba.jp, 
2015年9月18日閲覧）。 
6）国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来 
 推計人口(平成 25 年 3 月推計)』。  
7）なお、各地区の取り組みについてのホームページを 
開設している場合は、サイトも補完的に閲覧した。 
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なビジネス（企業等による地域づくりを視野に入れたビ
ジネス）の双方についてバランスよく検討していくこと
も必要と捉えられる。 
次に、支援機関については、県内外ともに支援機関と
しての自治体の重要性が高いことが明らかになっている。
ただし、個別の事例を確認する限り、地方自治体の役割
は側面的支援にあることも理解される。自治体が前面に
出てイニシアチブをとる事例が少ないことは、図4の通
りである。いずれの事例も主役は、集落や地域の人たち
といえる。兵庫県の取り組み方や第3章で確認した8地
区の事例を勘案すれば、自治体に求められる役割は「調
整役」といってよかろう。さらに県内では、デザイナー、
クリエイターとの関係構築が進んでいることも理解され
る。他方で高知県・県外では、県内以上に多様なアクタ
ーによる支援が確認される。特に、JA・漁協、民間企業、
NPO・団体との連携が多いことに特徴がある。県外では、
多様なアクターが支援している様子も確認されることか
ら、より多くの支援機関との連携を模索する必要もあろ
う。県内ではコーディネーターやクリエイターとの連携
が県外より多い傾向が示されているが、商工会・商工会
議所や民間企業との連携が少ないことは、ビジネスの視
点から考えると支援の検討の余地が残されているといえ
る。続いて事業内容に関して、県内では、サービス分野 
やイベント・祭りに取り組む事例が多いことが分かる。
一方で県外では、1 次産品や加工品の生産・販売に力点
が置かれている。そのようななか、交流拠点や観光とい
った事業が多い点は、県内外で共通している。もちろん、
集計した各事例をみる限り、県内外すべての事例がコミ
ュニティを前提としたビジネスを展開している点で共通
している。そのようななか県内のサービス分野やイベン
ト・祭りへの取り組み、すなわち、コミュニティを見す
えた活動がはっきりしている点は評価される必要がある。
もちろん、県内の活動は、1 次産品の生産・販売や農家
レストランの取り組みが少ないわけではなくバランスは
とれている。他方、県内の取り組みにおける課題点は、
コミュニティの維持に向けてより一層、売上や報酬を向
上させなければならない実情にある。加工品などを手が
ける機会を増やしたり、集落内直売を中心に捉えるだけ
でなく都市部・集落外での販売促進へのさらなる注力な
ど両立を図る支援も求められる。 
 最後に販路だが、県内では傾向として、集落内直売の
占める割合が大きいことが明らかになっている。他方で
県外では、都市部・地域外と集落内直売等との両立傾向
が確認される。2.3.で確認したように、地域再生大作戦
も都市との相互補完を目指しているが、県外のような販
路のスタンスはより一層、目指される方向性といえよう。
特に県外の事例では、東京や大阪など大都市、海外への
販路拡大も確認される。兵庫県の多自然地域は、神戸や
姫路など阪神間の都市部と近接した地理的環境にあるた
め、たとえば高知県との状況とは異なる。東京や海外へ
の販路拡大を是とするわけではないが、考察結果から少
なくとも県内と県外へのバランスある販路拡大策の検討
はあってもよいと捉えられよう。 
 
５.おわりに 
 本稿では、「地域再生大作戦」のこれまでの歩み、進捗
状況、支援を受けている各地区の事例を検討し、その効
果や課題を抽出した。そのうえで県外との定量的な比較
も行い、「地域再生大作戦」の現時点での位置づけや課題
を明らかにしてきた。「地域再生大作戦」の支援を受ける
コミュニティビジネスは、高知県や県外の諸事例と比較
して、開始から間もない取り組みが多く萌芽的でもある。
確かに県外の事例と比較すると、ビジネス形態、販路の
問題に代表されるように課題も多くある。しかし、萌芽
個別的 集団的     
県内の傾向 
県外での傾向 
ミドル・若年層の参加 多 
シニア世代中心 
図8 多自然地域におけるビジネスの担い手と組織形態の相関
Fig.8 Correlative between breadwinner and organization 
（出所）筆者作成 
個別的 集団的     
県内の傾向 
県外での傾向 
女性リーダ  ー 多 
女性リーダ  ー 少 
図9 多自然地域におけるビジネスの女性参加と組織形態の相関
Fig.9 Correlative between participation of woman and 
organization 
（出所）筆者作成 
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的な状況のなかで「地域再生大作戦」が一定の成果をあ
げていることは事実として認められるであろう。一歩一
歩ステップを踏んでいる現状において、県外と比較した
うえで評価することはやや厳しい見方に映ってしまうか
もしれない。しかし、兵庫県の多自然地域の生活や産業
の維持を図っていくためには、県内各地区の経済的循環
を高めるための取り組みにおいて、今後どのような方向
性をもって政策的支援を進めていく必要があるのか理解
することも求められる。その点で本稿は、学界がこれま
で十分に行っていない「地域再生大作戦」の評価を県外
との比較から実施した点において、新たな示唆を与えら
れたものといえる。 
もちろん、本稿は今後の「地域再生大作戦」への政策
的提言を行うものではなく、あくまで現状の分析と今後
の方向性を示唆することに役割がある。より具体的な支
援策の提言には、「地域再生大作戦」をめぐる分析だけで
は限界があろう。特に「地域再生大作戦」においても指
向されているように、経済やビジネスの視点を踏まえた
多自然地域の魅力づくりをめぐる研究の蓄積は急務とい
える。多自然地域の魅力を高めていくための政策提言は、
本稿の執筆のきっかけともなっている、ひょうご震災記
念 21 世紀研究機構研究調査本部「人口減少下の多自然
地域の魅力づくりの研究」において予定している 8)。 
 
謝辞 
 快く調査にご協力いただいた兵庫県内の8地区の方々
に、この場をお借りして心よりお礼申しあげます。また、
日頃よりお世話になっている兵庫県企画県民部地域振興
課と兵庫県企画県民部ビジョン局の皆さんにも感謝申し
あげます。なお本稿は、平成27年度〜平成28年度に実
施された、ひょうご震災記念 21 世紀研究機構研究調査
本部「人口減少下の多自然地域の魅力づくり研究会」で
担当した論考の一部を再構成のうえ発表するものである。 
 
注 
1）「兵庫県企画県民部“地域振興課”」という呼称は2014 
 年4月以降のもので、2014年3月までは“地域再生 
 課”という呼称であったことに留意されたい。 
2）筆者らの調査結果による。調査概要は、後述する本 
 章での記載を参照のこと。 
3）詳細な訪問日は、後述の表1にまとめて記載してい 
る。 
4）したがって本稿の記載は、2015年3月時点の結果に 
基づいている。刻一刻と状況が変化している点に留意
されたい。 
5）「県民交流広場」とは、「身近なコミュニティ施設な 
どを活用して整備される活動の場と、そこで営まれる
住民の皆さんによる手づくりの活動を総称」としてい
る。兵庫県では、「第 7 期の法人県民税超過課税（税
収期間：平成17年度から22年度までの5年間）を活
用し、市町と連携しながら、県民交流広場のための整
備費や活動費への助成などを行い、地域を舞台とした
子育て、防犯、環境・緑化、生涯学習、文化、まちづ
くりなど多彩な分野の活動を通じた元気と安心のコミ
ュニティづくり」が進められている。「県民交流広場」
ホームページ（http://www.hyogo.kouryu-hiroba.jp, 
2015年9月18日閲覧）。 
6）国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来 
 推計人口(平成 25 年 3 月推計)』。  
7）なお、各地区の取り組みについてのホームページを 
開設している場合は、サイトも補完的に閲覧した。 
8）2016年3月に発行される予定。 
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